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１ 本事業に関する事項 

１.１ 事業概要 

（１） 事業名 

道の駅整備事業（以下「本事業」という。） 

 

（２） 事業に供される公共施設の種類 

道の駅施設 

 

（３） 公共施設の管理者の名称 

茅ヶ崎市長 佐藤光 

 

（４） 事業目的 

茅ヶ崎市（以下「市」という。）では、平成 27 年 3 月のさがみ縦貫道路全線開通に

より、市のまちの活力・にぎわいにつながる環境の変化をとらえ、観光情報の発信や

地産地消の推進となる農畜水産物等の物産販売、防災などの拠点となる新しい形の道

の駅の整備を推進し、地域の活性化を図るとともに、市の魅力とブランド力の向上を

図ることとしている。 

これらのことから、来訪者に対する休憩の場や観光情報を発信する場となることは

もちろん、地域の身近な交流の場となり、また高齢者の外出機会の増加や安全安心な

まちづくり等を促進する新たな拠点となって、まちの活力・まちのにぎわいにつなが

ることが期待できる「道の駅」を整備することを目的とする。 

整備にあたってはPFI法に準じ、民間ノウハウ・経営能力等を活用することにより、

厳しい財政状況の中、財政負担を軽減させつつも、サービス水準を落とすことなく事

業展開を図ることとする。 

なお、本事業は神奈川県との一体型整備により実施するものであり、今後、当施設

の設置・管理について、市と県の間で協定を締結する予定である。 
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（５） 事業対象地及び施設概要 

本事業の事業対象地及び施設概要は以下のとおりである。 

 

１） 事業対象地 

神奈川県茅ヶ崎市柳島向河原（詳細は、「４事業対象地の立地条件等に関する事項」

参照） 

 

２） 施設概要 

「道の駅」の整備手法としては、道の駅の構成施設全てを市町村等のみで整備す

る「単独型」と、道路管理者と市町村等が共同で施設を整備する「一体型」がある。 

本事業は、道路管理者である神奈川県（以下、「県」という。）と市で「一体型」道

の駅として整備する。 
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表 1 道の駅の概要 

区分 道路施設（下図の紫、ピンク部分） 地域振興施設（下図の黄色部分） 

所有 神奈川県 茅ヶ崎市 

敷地面積 約 9,430㎡ 約 6,270㎡ 

機能 

駐車場 

（県部分） 

駐車場 駐車場等 

（市部分） 

駐車場 

二輪車駐車場 

自転車駐車場 

休憩施設 トイレ 地域振興 

拠点 

トイレ 

ベビーコーナー 物産販売スペース 

道路情報発信コーナー 飲食・物品販売スペース 

地域情報発信スペース 

多目的スペース 

自家発電機室 

備蓄倉庫 

管理室 

共用部 

交流広場等 
交流広場 

バス乗降スペース 

 

 

図 1 道の駅における県・市の区分 

  

地域振興施設 

（市部分） 

道路施設 

（県部分） 
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１.２ 事業範囲 

本事業を実施する民間事業者（以下「選定事業者」という。）は、以下の業務を行う。 

 

（１） 設計及び工事監理業務 

 各種調査業務（測量調査、地質調査等） 

※ただし、事前提示している測量データ及び地質データを補完する作業を対象とする。 

 二次造成設計業務 

 設計業務（基本設計・実施設計） 

 各種申請等業務 

 工事監理業務（二次造成工事） 

 工事監理業務（建設工事） 

 

（２） 建設業務 

 各種申請業務 

 二次造成工事業務 

 建設工事業務 

 什器備品等調達設置業務 

 

（３） 維持管理業務 

１） 道路施設（県部分）の維持管理業務 

 建築物保守・点検業務 

 建築設備保守・点検業務 

 清掃業務 

 警備業務 

 修繕・更新業務 

 什器備品等管理業務 

 駐車場（県部分）及び外構（道路施設（県部分））の維持管理業務 

２） 地域振興施設（市部分）の維持管理業務 

 建築物保守・点検業務 

 建築設備保守・点検業務 

 清掃業務 

 警備業務 

 修繕・更新業務 

 什器備品等管理業務 

 駐車場等（市部分）、交流広場等及び外構（地域振興施設（市部分））の維持管理業

務 

 

（４） 運営業務 

 道の駅運営における統括業務（総務、経理、広報等） 

 道路施設（県部分）の運営業務 
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 地域振興施設（市部分）の運営業務 

 その他、上記業務を実施するうえで必要な関連業務 

※選定事業者は、提案により、上記以外に自主事業を実施することができる。自主事

業の実施に当たっては、事前に自主事業の内容等について、市と協議すること。 
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１.３ 事業スキーム 

（１） 事業方式 

本事業は、施設整備に係る資金調達は市が行い、選定事業者が設計・建設・維持管

理・運営業務等を行う方式「DBO（Design Build Operate）方式」により実施する。 

 

（２） 事業期間 

本事業の事業期間は、基本契約締結日から令和 22 年 3 月 31 日までとする。 

 

（３） 契約の形態 

市は、本事業について選定事業者に道の駅の設計・建設及び維持管理・運営を一括

で発注するため、事業者選定の後、優先交渉事業者と「基本協定」を締結し、その後、

選定事業者と本事業に係る基本契約（以下「基本契約」という。）を締結する。 

市は、基本契約に基づき、選定事業者のうち、設計業務を担当する者及び建設業務

を担当する特定建設工事共同企業体の代表者と、茅ヶ崎市議会の議決を経て本事業に

係る工事請負契約（施設整備契約）（以下「工事請負契約」という。）を締結する。 

市は、選定事業者のうち、道路施設の維持管理業務を担当する者及び運営業務を担

当する者と単年度ごとに維持管理・運営業務委託契約を締結する。 

また、市は地域振興施設の維持管理業務を担当する者及び運営業務を担当する者を

茅ヶ崎市議会の議決を経て指定管理者に指定した後、15 年間の指定管理者に関する基

本協定（以下「指定管理者基本協定」という。）を締結する。（以下、基本契約、建設工

事請負契約、維持管理・運営業務委託契約及び指定管理者基本協定の４つの契約をま

とめて「特定事業契約」という。） 

 

 

 

図 2 本事業の契約形態イメージ 
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（４） 事業スケジュール（予定） 

本事業のスケジュール（予定）は、以下のとおりとする。 

 

 基本協定の締結             ：令和 5 年 4 月 

 仮契約の締結（基本契約、工事請負契約） ：令和 5 年 5 月下旬（予定） 

 基本契約、工事請負契約の締結      ：令和 5 年 6 月 

 設計・建設・工事監理業務        ：令和 5 年 7 月～令和 7 年 3 月 

 維持管理・運営業務委託契約の締結    ：令和 7 年 4 月（予定） 

 道路施設の維持管理・運営業務      ：令和 7 年 4 月～令和 8 年 3 月 

 指定管理者基本協定の締結        ：令和 7 年 4 月（予定） 

 地域振興施設の維持管理・運営業務    ：令和 7 年 4 月～令和 22 年 3 月 

 供用開始                ：令和 7 年 7 月 

 

 

図 3 事業スケジュールイメージ 
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（５） 選定事業者の収入 

本事業における選定事業者の収入は、以下のものから構成される。 

 

１） 設計及び工事監理業務、建設業務の対価 

市は選定事業者に対し、設計及び工事監理業務、建設業務に係る対価として、年

度ごとに、工事請負契約に定める額を支払う。 

具体的な支払方法等は、募集要項等において提示する。 

 

２） 道路施設（県部分）に関する維持管理業務、運営業務の対価 

市は、道路施設（県部分）の維持管理業務、運営業務に係る対価として、選定事業

者に対し、維持管理・運営業務委託契約に定める額を支払う。具体的な支払方法等

は、募集要項等において提示する。 

 

３） 地域振興施設の運営で得られる収入 

選定事業者は、地域振興施設の物産販売スペースや飲食・物品販売スペース等の

運営業務により得られる売上を収入とすることができる。なお、地域振興施設の維

持管理業務及び運営業務に必要な費用は、その収入をもって充てるものとし、市は

指定管理料の支払いを行わない。 

 

４） 自主事業で得られる収入 

選定事業者は、地域振興施設内の自主事業により得られる売上を収入とすること

ができる。 
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（６） 選定事業者の負担 

１） 地域振興施設の維持管理業務、運営業務に係る費用 

選定事業者が行う地域振興施設の維持管理業務及び運営業務に必要な費用は、物

産販売スペース、飲食・物品販売スペース等の売上から負担すること。 

 

２） 納付金 

選定事業者は各年度の経営状況に応じて、売上の一部を市に納付するものとする。 

納付金の割合は本事業への参加を希望する事業者（以下「応募者」という。）の提

案に基づき、選定事業者と市が締結する年度協定書において定める。 
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１.４ 関係法令及び参考基準等 

選定事業者は、本事業の実施にあたり必要とされる関係法令（関連する施行令、施行

規則、条例等を含む。）等を遵守すること。 

なお、以下に記載のない関係法令等についても適宜遵守し、常に最新版を確認し適用

すること。 

 

（１） 法令等 

 地方自治法 

 都市計画法 

 農地法 

 消防法 

 道路法 

 道路交通法 

 下水道法 

 水道法 

 水質汚濁防止法 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

 大気汚染防止法 

 騒音規制法 

 振動規制法 

 土壌汚染対策法 

 悪臭防止法 

 建築基準法 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

 エネルギー使用の合理化に関する法律（省エネルギー法） 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法） 

 地球温暖化対策の推進に関する法律 

 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法） 

 国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律

（環境配慮契約法） 

 公共工事の品質確保の促進に関する法律 

 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

 駐車場法 

 電気事業法 

 電波法 

 労働安全衛生法 

 労働基準法 

 電気設備に関する技術基準を定める省令 

 警備業法 

 環境基本法 

 景観法 
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 屋外広告物法 

 食品衛生法 

 個人情報の保護に関する法律 

 ガス事業法 

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

 その他関係法令等 

 

（２） 条例等 

 茅ヶ崎市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例 

 茅ヶ崎市環境基本条例 

 茅ヶ崎市民の美しく健康的な生活環境を守る条例 

 茅ヶ崎市緑の保全及び緑化の推進に関する条例 

 茅ヶ崎市水路に関する条例 

 茅ヶ崎市公共下水道事業の設置等に関する条例 

 茅ヶ崎市下水道条例 

 茅ヶ崎市自転車駐車場条例 

 茅ヶ崎市駐車場条例 

 茅ヶ崎市土地利用基本条例 

 茅ヶ崎市のまちづくりにおける手続及び基準等に関する条例 

 茅ヶ崎市景観条例 

 茅ヶ崎市屋外広告物条例 

 茅ヶ崎市建築基準条例 

 都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例 

 茅ヶ崎市火災予防条例 

 茅ヶ崎市市道の構造の技術的基準を定める条例 

 茅ヶ崎市移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定める条例 

 茅ヶ崎市暴力団排除条例 

 茅ヶ崎市個人情報保護条例 

 茅ヶ崎市情報公開条例 

 神奈川県環境基本条例 

 神奈川県生活環境の保全等に関する条例 

 神奈川県自然環境保全条例 

 神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例 

 建設業法施行条例 

 神奈川県土地利用調整条例 

 神奈川県都市計画審議会条例 

 神奈川県景観条例 

 神奈川県屋外広告物条例 

 神奈川県建築基準法施行細則 

 神奈川県建築基準条例 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行細則 

 神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例 

 その他の関連条例等 
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（３） 適用基準 

１） 建築設計・工事 

 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説（建設大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築構造設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築鉄骨設計基準及び同解説（建設省大臣官房官庁営繕部監修） 

 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会） 

 鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計と保有耐力－（日

本建築学会） 

 鋼構造設計規準（日本建築学会） 

 建築基礎構造設計指針（日本建築学会） 

 壁式構造関係設計規準・同解説（壁式鉄筋コンクリート造編）（日本建築学会） 

 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築工事監理指針（上巻下巻）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築工事設計図書作成基準・建築設備工事設計図書作成基準及び同解説（国土交

通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築工事共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築改修工事標準仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 日本工業規格（ＪＩＳ） 

 

２） 電気設備設計・工事 

 公共建築工事標準仕様書（電気設備編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 電気設備工事施工監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築電気設備の耐震設計、施工マニュアル（日本建築主事会議監修） 

 電気規格調査会標準規格（ＪＥＣ） 

 日本電機工業会標準規格（ＪＥＭ） 

 日本電線工業会標準規格（ＪＣＳ） 

 内線規定（日本電気協会） 

 

３） 機械設備設計・工事 

 公共建築工事標準仕様書（機械設備編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築設備計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築設備設計計算書作成の手引（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築設備耐震設計・施工指針（建設省住宅局建築指導課監修） 

 

４） 土木設計・工事 

 神奈川県測量・調査・設計業務共通仕様書（神奈川県） 

 神奈川県土木工事共通仕様書（神奈川県） 

 神奈川県土木工事施工管理基準（神奈川県） 
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 茅ヶ崎市下水道標準構造図 

 宅地防災マニュアル(宅地防災研究会) 

 道路土工要綱及び舗装、照明、防護柵等各種指針（日本道路協会） 

 道路構造令、同解説と運用（日本道路協会） 

 下水道施設計画・設計指針と解説（日本下水道協会） 

 下水道維持管理指針（日本下水道協会） 

 小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説（日本下水道協会） 

 下水道施設の耐震対策指針と解説（日本下水道協会） 

 防災調節池等技術基準（案）（日本河川協会） 

 河川砂防技術基準（案）・同解説（日本河川協会） 

 河川管理施設等構造令及び河川管理施設等構造令施行規則（日本河川協会） 

 揚排水ポンプ設備技術基準（案）同解説（河川ポンプ施設技術協会） 

 水道施設設計指針(日本水道協会) 

 水道工事標準仕様書、土木工事編、設備工事編（日本水道協会） 

 水理公式集（土木学会） 

 コンクリート標準示方書（土木学会） 

 土木製図基準（土木学会） 

 日本下水道協会規格（ＪＳＷＡＳ） 

 日本農林規格（ＪＡＳ） 
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２ 選定事業者の募集及び選定に関する事項 

２.１ 選定事業者の募集及び選定 

市は、応募者を広く公募し、応募者が募集要項で規定する参加資格要件を満たし、か

つ、提案内容が要求水準書を満足する内容であることを前提に、「公募型プロポーザル方

式」によって事業者を選定する。 

審査内容は、資格審査・内容審査・価格審査等、総合的な内容とする。 

 

２.２ 募集及び選定スケジュール 

本事業の募集及び選定スケジュールは、以下のとおりである。 

 

表 2 本事業の募集及び選定スケジュール 

日 程（予定） 内 容 

令
和
４
年 

4 月 25 日（月） 実施方針・要求水準書（案）の公表 

5 月 19 日（木）、20 日（金） 第 1 回直接対話 

6 月 14 日（火） 
質問回答の公表 

（実施方針・要求水準書（案）について） 

10 月 募集要項等の公表 

11 月 第 2 回直接対話 

11 月 質問回答の公表（募集要項等について） 

令
和
５
年 

2 月 提案書受付締切 

4 月 
優先交渉権者選定 

基本協定締結 

5 月 仮契約締結（基本契約、工事請負契約） 

6 月 基本契約及び工事請負契約締結 
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２.３ 応募手続き等 

（１） 第 1回直接対話 

本事業の募集の趣旨について、応募者の理解促進を図るため、募集要項等の公表に

先立ち、市と応募者で直接対話を実施する。 

 

表 3 第 1回直接対話概要 

日時 
令和 4 年 5 月 19 日（木） 9 時 00 分～12 時、13 時～17 時 

令和 4 年 5 月 20 日（金） 9 時 00 分～12 時、13 時～17 時 

場所 茅ヶ崎市役所 

申込期限 令和 4 年 5 月 12 日（木）17 時まで 

申込方法 

別紙 1「実施方針等に関する直接対話参加申込書」に記入し、上記の申

込期限までに「８.４ 問合せ先」に示す E-mail 宛に送付する。 

送付する際の件名は、「道の駅整備事業・第 1 回直接対話参加申込 ●

●」（●●は提出企業名）とする。 

参加人数 １社（又はグループ）で８名以内とする。 

対話内容 
原則、非公表 

※対話内容は市の判断により、募集要項等に反映する。 

留意事項 
当日は公表資料（実施方針、要求水準書（案））の配布を行わないため、

応募者において持参すること。 

 

（２） 実施方針及び要求水準書（案）に関する質問受付 

実施方針及び要求水準書（案）に関する質問の受付は、以下のとおりとする。 

 

表 4 質問受付概要 

受付期間 令和 4 年 5 月 23 日（月）～令和 4 年 5 月 26 日（木）17 時まで 

提出方法 

別紙 2「実施方針等に関する質問書」に記入し、上記の期間で「８.４ 

問合せ先」に示す E-mail 宛に送付する。 

送付する際の件名は、「道の駅整備事業・実施方針等に関する質問 ●

●」（●●は提出企業名）とする。 

 

  



 

16 

（３） 実施方針及び要求水準書（案）に関する質問回答の公表 

実施方針及び要求水準書（案）に関する質問回答は、以下のとおりとする。 

 

表 5 質問回答概要 

公表日時 令和 4 年 6 月 14 日（火）～（予定） 

公表方法 
提出されたすべての質問については、原則として、市ホームページを

通じて公表する。なお、意見についての回答は行わない。 

 

（４） 実施方針の変更 

直接対話等における事業者からの意見等を受けて、実施方針の内容の変更を行うこ

とがある。 

なお、変更した場合は、速やかにその内容を市ホームページで公表する。 
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２.４ 応募者の備えるべき参加資格要件 

応募者は、複数の者により構成されるグループとし、その中から代表企業を定めるも

のとする。 

 

（１） 特別目的会社の設立について 

応募者を構成する企業の一部は、基本協定締結後に会社法（平成 17 年法律第 86 号）

に定める株式会社として、道の駅の維持管理業務及び運営業務を目的とする特別目的

会社（以下「SPC」という。）を設立しても構わない。 

なお、【SPC を設立する場合】もしくは【SPC を設立しない場合】における応募者

は、以下の企業によって構成される。 

 

【SPC を設立する場合】 

用語 定義 

代表企業 応募者のうち、応募手続を行う企業で、SPC に出資する企業。 

構成企業 応募者のうち、代表企業以外の企業で、SPC に出資する企業。 

協力企業 応募者のうち、SPC に出資せず、SPC から直接業務を受託又は請け

負うことを予定している者。 

 

ただし、SPC を設立する場合は、次の要件を全て満たさなければならない。 

ア 代表企業及び構成企業である株主は、合わせて SPC の全議決権の 2 分の 1 を超

える議決権を有すること。なお、代表企業及び構成企業以外の株主は、議決権保

有割合が出資者中最大とならないこと。 

イ SPC の株主は、原則として本事業の基本契約が終了するまで SPC の株式を保有

することとし、市の事前の書面による承認がある場合を除き、譲渡、担保権等の

設定その他一切の処分を行ってはならないこと。 

 

【SPC を設立しない場合】 

用語 定義 

代表企業 応募者のうち、応募手続を行う企業。 

構成企業 応募者のうち、代表企業以外の企業。 

協力企業 ―（想定されない。） 

 

ただし、SPC を設立しない場合は、以下の点に留意すること。 

ア 代表企業及び構成企業の役割分担が明確になっていること。 

イ 代表企業及び構成企業が分担業務に関して市及び第三者に与えた損害は当該代表

企業及び構成企業がこれを負担すること。 
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（２） 応募者の構成等 

応募者の構成等については、以下のとおりとする。 

① 用語の定義 

設計企業  ：代表企業、構成企業、協力企業のうち、設計業務を行う企業をいう。 

建設企業  ：代表企業、構成企業、協力企業のうち、建設業務を行う企業をいう。 

工事監理企業：代表企業、構成企業、協力企業のうち、工事監理業務を行う企業を

いう。 

維持管理企業：代表企業、構成企業、協力企業のうち、維持管理業務を行う企業を

いう。 

運営企業  ：代表企業、構成企業、協力企業のうち、運営業務を行う企業をいう。 

② 協力企業についても、参加証明書に協力企業として明記すること。 

③ 本事業における同じ業務を複数の企業等により行うことができる。 

④ 複数の要件を満たす企業は、本事業の複数の業務を実施することができる。ただし、

同一の企業が建設業務と工事監理業務を実施することはできないものとする。 

⑤ 設計企業の管理技術者が工事監理企業の管理技術者を兼ねることはできない。 

⑥ 応募者の構成企業及び協力企業の変更は原則として認めない。ただし、市が承認し

た場合は、この限りではない。 

⑦ 応募者の構成企業及び協力企業は、他の応募者の構成企業及び協力企業にはなれな

い。 

 

（３） 応募者の参加資格要件 

１） 共通事項 

代表企業、構成企業及び協力企業は、令和３・４年度茅ヶ崎市競争入札参加資格

者名簿に登録されている者とする。 

また、以下の参加資格要件を満たすこと。 

① 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

② 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定による破産手

続開始の申立て又は同法附則第３条の規定によりなお従前の例によることとされる

破産事件に係る同法施行による廃止前の破産法（大正１１年法律第７１号）第１３

２条又は第１３３条の規定に基づく破産申立てがなされていない者であること。 

③ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申

立て又は同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に

係る同法施行による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）第３０条の

規定に基づく更生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

④ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申

立て又は平成１２年３月３１日以前に、同法附則第３条の規定によりなお従前の例

によることとされる和議事件に係る同法施行による廃止前の和議法（大正１１年法

律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立てがなされていない者で
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あること。 

⑤ 清算中の株式会社である事業者について、会社法（平成１７年法律第８６号）第５

１１条の規定に基づく特別清算の申立てがなされていない者であること。 

⑥ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条の規定に基づく指示又は営業停止

の処分を受けていない者であること。 

⑦ 茅ヶ崎市指名停止等措置基準（平成１２年２月１日施行）第３条又は第４条に基づ

く指名停止期間中でない者であること。 

⑧ 茅ヶ崎市暴力団排除条例（平成２３年茅ヶ崎市条例第５号）第２条第３号から第５

号までに該当しない者であること。 

⑨ 市に税の納付義務を有する者にあっては、これらの滞納がない者であること。 

⑩ 厚生年金等の社会保険制度に加入している者（任意適用事業所を除く）であること。 

⑪ 中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）に基づく建設業退職金共済契

約を締結している者又は雇用されている者が退職する際に一時金を支給している者

であること。 

⑫ 応募者の代表者が、応募する他の者の代表者又は管財人を兼ねていないこと。 

⑬ 本事業のアドバイザリー業務に関与した者及びこれらの者と資本面若しくは人事面

において関連がある者でないこと。 

なお、本事業のアドバイザリー業務に関与した者は以下のとおりである。 

・アドバイザリー業務に関与した者 

八千代エンジニヤリング株式会社 

アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業 

⑭ 選定委員の所属する企業及びその企業と資本面若しくは人事面において関連がある

者でないこと。 

 

２） 設計企業 

(ア) 設計業務に当たる者 

設計業務（基本設計・実施設計）を行う設計企業は、以下の事項を満たすこと。 

① 建築士法第 23 条第 1 項又は第 3 項の規定に基づく、一級建築士事務所の登録を行

っている者であること。 

② 令和３・４年度茅ヶ崎市競争入札参加資格者名簿のコンサルタントに登録されてい

る者で、「建築設計」として認定されている者であること。 

③ 平成 24 年度以降に完了した延床面積 2,000 ㎡以上の公共施設又は商業施設の設計

実績を有すること。 

 

(イ) 二次造成設計業務に当たる者 

「二次造成設計」を行う設計企業は、以下の事項を満たすこと。 

① 技術士（建設部門：道路）又は RCCM（道路）の資格を有する者を配置しているこ

と。 

② 令和３・４年度茅ヶ崎市競争入札参加資格者名簿のコンサルタントに登録されてい
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るもので、「道路」として認定されている者であること。 

③ 平成 24 年度以降に完了した敷地面積 6,000 ㎡以上の駐車場の設計実績、又は平成

24 年度以降に完了した国道もしくは県道における新設、改築、修繕のいずれかの設

計実績を有すること。 

 

(ウ) 設計企業が単独の場合は、上記（ア）及び（イ）の全ての要件を満たすこと。 

(エ) 設計企業が複数の場合は、少なくとも１者が上記（ア）及び（イ）の全ての要件を満

たすこと、若しくは複数のうち少なくとも１者が上記（ア）の全ての要件を満たし、

かつ、別の１者が上記（イ）の全ての要件を満たすこと。 

 

３） 建設企業 

(ア) 建設企業は、以下の要件を満たした特定建設工事共同企業体を結成するものとする。

なお、共同企業体の運営形態は甲型（共同施工方式）とする。 

・特定建設工事共同企業体の代表構成員及びその他の構成員は、令和３・４年度茅

ヶ崎市競争入札参加資格者名簿の工事に登録されている者で、「建築一式」として

認定されている者であること。 

・特定建設工事共同企業体の代表構成員以外の構成員について、少なくとも 2 者は

茅ヶ崎市内に主たる営業所（本社）を有する者を構成員とする。 

・出資比率の最小限度基準は、２０パーセント以上とする。 

・特定共同企業体の代表者は、同一の等級の者の間では、より大きな施工能力を有 

する者、等級の異なる者の間では、上位の等級の者であるものとする。また、代

表者の出資比率は、構成員中最大であるものとする。 

 

(イ) 建設工事業務及び二次造成工事業務に当たる者 

「建設工事」及び「二次造成工事」を行う特定建設工事共同企業体の構成員は、

以下の事項を満たすこと。 

① 特定建設工事共同企業体の代表構成員は、建設業法第 3 条第 1 項第 2 号の規定に基

づく、特定建設業の許可を受けていること、かつ、その他の構成員のうち少なくと

も 1 者は同規定に基づく、特定建設業の許可を受けていること。 

② 令和３・４年度茅ヶ崎市競争入札参加資格者名簿の工事に登録されている者で、「建

築一式」として認定されている者であること。 

③ 「建設工事」を行う特定建設工事共同企業体の構成員のうち、少なくとも代表構成

員が、建設業法第 27 条の 23 第 1 項の規定による経営事項審査に係る総合評定値

通知書（提案書の提出日前 1 年 7 月以内の審査基準日のうち直近のものに係るもの

に限る。）の「建築一式」の総合評点値が 960 点以上であること。 

④ 「建設工事」を行う特定建設工事共同企業体の構成員のうち、少なくとも代表構成

員が、平成 24 年度以降に完成した延床面積 2,000 ㎡以上の公共施設又は商業施設

の建設実績を有すること。 

⑤ 平成 24 年度以降に、国又は地方公共団体の発注した建築一式工事の建設実績を元
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請として有すること。ただし、募集要項等公表時において竣工済みの実績であるこ

と。 

 

４） 工事監理企業 

(ア) 建設工事の工事監理業務に当たる者 

「建築工事の工事監理」を行う工事監理企業は、以下の事項を満たすこと。 

① 建築士法第 23 条第 1 項又は第 3 項の規定に基づく、一級建築士事務所の登録を行

っている者であること。 

② 令和３・４年度茅ヶ崎市競争入札参加資格者名簿のコンサルタントに登録されてい

る者で、「建築設計」として認定されている者であること。 

③ 平成 24 年度以降に完了した延床面積 2,000 ㎡以上の公共施設の工事監理実績を有

すること。 

 

(イ) 二次造成工事の工事監理業務に当たる者 

「二次造成工事の工事監理」を行う工事監理企業は、以下の事項を満たすこと。 

① １級土木施工管理技士の資格を取得後５年以上の実務経験を有し、業務の総括管理

を５年以上経験している者、または技術士（建設部門）の資格を取得後５年以上の

実務経験を有し、業務の統括管理を５年以上継続している者を配置していること。 

② 令和３・４年度茅ヶ崎市競争入札参加資格者名簿のコンサルタントに登録されてい

る者で、「道路」として認定されている者であること。 

③ 平成 24 年度以降に完了した敷地面積 6,000 ㎡以上の駐車場の設計実績、又は平成

24 年度以降に完了した国道もしくは県道における新設、改築、修繕のいずれかの設

計実績を有すること。 

 

(ウ) 工事監理企業が単独の場合は、上記（ア）及び（イ）の全ての要件を満たすこと。 

(エ) 工事監理企業が複数の場合は、少なくとも１者が上記（ア）及び（イ）の全ての要件

を満たすこと、若しくは複数のうち少なくとも１者が上記（ア）の全ての要件を満

たし、かつ、別の１者が上記（イ）の全ての要件を満たすこと。 

 

５） 維持管理企業 

① 公共施設又は商業施設の維持管理業務を遂行する能力があることを客観的に認めら

れる実績を有していること。 

② 令和３・４年度茅ヶ崎市競争入札参加資格者名簿の一般委託に登録されている者で

あること。 

 

６） 運営企業 

① 道の駅や物販施設、飲食施設、その他商業施設における運営業務を遂行する能力が

あることを客観的に認められる実績を有していること。 

② 令和３・４年度茅ヶ崎市競争入札参加資格者名簿の一般委託に登録されている者で
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あること。 

③ 茅ヶ崎市内に事業所を有していること。ただし、現に事業所を有していない事業

者は、本事業を遂行するために、道の駅供用開始時までに市内に本店、支店、事

業所等を設置すること。 

 

（４） 参加資格基準日 

      上記（３）の確認基準日は、提案書の提出までとする。 

 

（５） その他 

本公募に参加するため、競争入札参加資格者名簿への登録を希望するものは、下記

URL を参考に申請すること。また、所定の申請書等の記載内容を説明できる者が受

理まで行うこと。なお、申請に当たっての費用は、事業者負担とする。 

【競争入札参加資格申請（茅ヶ崎市 HP）】 

https://www.city.chigasaki.kanagawa.jp/keiyaku/1021844.html 
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２.５ 審査及び選定に関する事項 

（１） 審査に関する基本的な考え方 

① 審査は、学識者等で構成する道の駅整備事業に係る事業者選定委員会（以下「選定委

員会」という。）にて行うものとし、選定委員会で定める審査基準は募集要項等と併せ

て公表する。 

② 選定委員会において、提案価格並びに施設整備計画、維持管理・運営計画、資金計画

等の各面から総合的に提案書の審査を行い、最優秀提案者を選定する。 

③ 最優秀提案者を選定するまでの間に、応募者が参加資格要件を欠くような事態が生じ

た場合には失格とする。 

 

（２） 審査手順に関する事項 

審査は、以下の手順により行うこととする。 

 

１） 資格審査 

応募者の備えるべき参加資格要件について審査する。 

 

２） 提案審査 

募集要項と併せて公表する審査基準に基づき、提案価格並びに施設整備計画、維

持管理・運営計画、資金計画等を総合的に審査する。 

 

（３） 選定事業者の決定 

市は、選定委員会における選定結果をもとに、優先交渉権者を決定する。 

審査基準については、募集要項公表時の公表を予定している。 

 

（４） 選定事業者を選定しない場合 

募集において、応募者がいない、又は、いずれの応募者も公的財政負担の縮減等が

見込めない等の理由により、本事業を実施することが妥当でないと判断された場合に

は、選定事業者を選定しないこととする。 

 

（５） 審査結果及び評価の公表方法 

審査結果及び評価は、市ホームページを通じて公表する。 
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２.６ 提出書類の取扱い 

（１） 著作権 

提案書の著作権は、応募者に帰属する。 

ただし、本事業において、公表及びその他、市が必要と認める時には、市は選定事

業者の確認を得た上で、選定事業者の提出書の全部又は一部を無償で使用できるもの

とする。 

また、契約に至らなかった応募者の提案書については、返却しないものとし、本事

業の客観的評価の公表以外に使用しない。 

 

（２） 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づ

いて保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、維持管理方法、

運営方法等を使用した結果生じた責任は、原則として提案を行った応募者が負う。 

  



 

25 

３ 選定事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

３.１ 予測される責任及びリスクの分類と官民間での分担 

（１） 責任分担の考え方 

本事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、より低

廉で質の高いサービスの提供を目指すものであり、選定事業者が担当する業務につい

ては、選定事業者が責任をもって遂行し、業務に伴い発生するリスクについては、原

則として選定事業者が負うものとする。ただし、市が責任を負うべき合理的な理由が

ある事項については、市が責任を負うものとする。 

 

（２） 予測されるリスクと責任分担 

市と選定事業者の責任分担は、原則として「添付資料１ 想定されるリスク分担」

によることとし、直接対話等の応募者からの意見・質問の結果を踏まえ、必要な事項

については募集要項の公表時にあわせて公表する基本契約書（案）において明らかに

する。 

 

３.２ 提供されるサービス水準 

本事業において実施する業務の要求性能及びサービス水準については、要求水準書（案）

に提示する。 

 

３.３ 選定事業者の契約の履行の確保に関する事項 

選定事業者は、特定事業契約に従い、誠意をもって契約を履行する。 

なお、特定事業契約の履行を確保するため、契約保証金等の方法による契約の保証を

行うことを想定している。 

 

３.４ 市による事業の実施状況の監視 

（１） モニタリングの実施 

市は、選定事業者が定められた業務を確実に遂行し、要求水準書に規定した要求水

準を達成しているか否かを確認すべく、事業の実施状況についてモニタリングを実施

する。 

 

（２） モニタリングの時期 

１） 基本設計・実施設計時 

市は、選定事業者によって行われた設計が市の要求した性能に適合するものであ

るか否かについて確認を行う。 

 

２） 工事施工時 

選定事業者は、建設工事においては建築基準法に規定されている工事監理者を設

置し、二次造成工事においては１級土木施工管理技士または技術士（建設部門）の

資格を有す工事監理者を設置し、工事監理を行い、定期的に市から工事施工、工事
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監理の状況の確認を受ける。また、市が要請したときは、工事施工の事前説明及び

事後報告、工事現場での施工状況の確認を行う。 

 

３） 工事施工完了時 

選定事業者は、施工記録を用意して、現場で市の確認を受ける。 

 

４） 維持管理・運営段階 

市は、維持管理・運営段階において、定期的に業務の実施状況を確認する。 

 

（３） モニタリングの方法 

モニタリングの具体的な方法については、募集要項において公表する。 

 

（４） モニタリングの結果等 

モニタリングの結果、要求水準が維持されていない場合は、支払いの延期や支払減

額、改善勧告、特定事業契約解除等の対象となる。 
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４ 事業対象地の立地条件等に関する事項 

４.１ 立地条件 

事業対象地の立地条件は、以下のとおりである。 

 

地図出典：（C）NTT 空間情報株式会社、地物情報は茅ヶ崎市「茅ヶ崎市道の駅基本計画」（平成 28年３月）を基に作成 

図 4 事業対象地の位置図 

 

表 6 事業対象地の概要 

所在地 神奈川県茅ヶ崎市柳島向河原 

面積 約 15,000 ㎡ 

法規制 

・事業対象地は、市街化調整区域かつ農業振興地域（白地）に指定されていた。

このため、通常、本事業を行うには農地転用許可が必要となるが、農地法第

5 条第 1 項第 7 号に基づき、許可は不要となっている。 

・開発許可については、都市計画法第 34 条の 2 による手続きが必要となる

が、令和元年 6 月に開発協議を成立させている。 

建ぺい率／ 

容積率 
50%／100% 
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４.２ 周辺道路の交通量 

事業対象地周辺道路の交通量（H27）は、以下のとおりである。 

 

 

交通量：平成 27 年度 全国道路・街路交通情勢調査 

地図出典：（C）NTT 空間情報株式会社 

図 5 事業対象地周辺の現況交通量（H27） 
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 上下線合計値
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５ 基本協定及び特定事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事

項 

５.１ 基本協定及び特定事業契約の解釈に疑義が生じた場合の措置 

基本協定及び特定事業契約の解釈に疑義が生じた場合、市と選定事業者は誠意をもっ

て協議を行うものとする。一定期間内に協議が整わない場合には、基本協定及び特定事

業契約に規定する具体的措置に従うものとする。 

 

５.２ 基本協定及び特定事業契約に関する紛争が生じた場合の措置 

基本協定及び特定事業契約に関する紛争が生じた場合には、横浜地方裁判所を第一審

の専属所轄裁判所とする。 
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６ 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 

事業の継続が困難となった場合には、以下の措置をとることとする。 

 

６.１ 選定事業者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

（１） モニタリング結果に基づく特定事業契約の解除 

選定事業者の提供するサービスが市の要求水準を満たさない場合、又は選定事業者

の責めに帰すべき事由により債務不履行又はその懸念が生じた場合、市は選定事業者

に対して改善勧告を行い、一定期間内に改善策の提出・実施を求めることができる。 

その結果、選定事業者が当該期間内に改善することができなかったとき、市は特定

事業契約を解除することができる。 

 

（２） 選定事業者の倒産等による特定事業契約の解除 

選定事業者が倒産し、又は選定事業者の財務状況が著しく悪化し、その結果、特定

事業契約に基づく事業の継続的履行が困難と合理的に考えられる場合、市は特定事業

契約を解除し、直接、事業継続のための手段を講じるものとする。 

 

（３） 損害賠償 

上記（１）及び（２）の規定により市が特定事業契約を解除した場合、選定事業者は

市に生じた損害を賠償するものとする。 

 

６.２ 市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 

（１） 特定事業契約の解除 

市の責めに帰すべき事由による債務不履行、及び事業を継続する必要がなくなった

場合等、その他市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合、選定

事業者は特定事業契約を解除することができる。 

 

（２） 損害賠償 

上記（１）の規定により選定事業者が特定事業契約を解除した場合、市は選定事業

者に生じた損害を賠償する。 

 

６.３ 当事者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場合 

不可抗力、その他市又は選定事業者の責めに帰することのできない事由により事業の

継続が困難となった場合、市及び選定事業者双方は、事業継続の可否について協議する

ものとする。一定の期間内に協議が整わないときは、それぞれの相手に事前に書面によ

りその旨通知することにより、市及び選定事業者は特定事業契約を解除することができ

るものとする。 

なお、この際には、指定管理者の指定についても同様に取り消すものとする 。 
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７ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

７.１ 法制上及び税制上の措置 

市は、本事業に関する法制上及び税制上の優遇措置等は想定していないが、法改正等

により措置が適用される場合には、措置を行うことができるように努めるものとする。 

 

７.２ 財政上及び金融上の支援 

市は、本事業に関する財政上及び金融上の支援等は想定していないが、市を通して財

政上及び金融上の支援を受けることができる可能性がある場合には、これらの支援を選

定事業者が受けることができるよう努めるものとする。 
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８ その他、本事業の実施に関し必要な事項 

８.１ 議会の議決 

① 本事業の予算措置として、債務負担行為の設定に関する議案を、令和 4 年 9 月市議会定

例会に提出する予定である。 

② 工事請負契約締結に関しては、令和5年6月市議会定例会に議案を提出する予定である。 

 

８.２ 情報提供 

情報提供は、適宜、市ホームページを通じて行う。 

 

８.３ 応募に伴う費用負担 

応募に係る費用については、すべて応募者の負担とする。 

 

８.４ 問合せ先 

茅ヶ崎市 経済部 産業振興課 道の駅整備推進担当 

市役所本庁舎 3 階 

〒253-8686 茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目 1 番 1 号 

電話：0467-82-1111 ファクス：0467-57-8377 

E-mail：sangyou@city.chigasaki.kanagawa.jp 
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添付資料１ 想定されるリスク分担 

  市と事業者とのリスク分担を以下に示す。 

 

○：リスク負担者、△：一部リスク負担者 

段
階 

リスクの種類 リスクの内容 損失の例 

リスク分担案 

○：主 △：従 

市 
事
業
者 

リスク分担の考え方 

共
通 

公募資料リスク 
公募資料の誤り又は変

更によるもの 

・公募資料変更に係わる費

用負担 
○  

公募資料に係わるリスクは

市負担。 

内容変更リスク 
要求水準の変更による

もの 

・基本契約後の要求水準の

変更に伴う、建設・維持管

理等費用の増減 

○  
要求水準等の変更に関す

る損失は市負担。 

法令等の 

新設・変更リスク 

法令（税制含む）の新

設・変更によるもの 

・法人税、消費税、固定資

産税等の税制改正による

民間事業者の税負担の増

減 

○  

法律・税制改正による民

間事業者の費用負担増加

については、市がリスクを

負担する。 

許認可 

遅延リスク 

本事業遂行のための

許認可の遅延に関す

るもの 

・建築確認、消防、その他事

業に必要な許認可が認可

されないことによる費用負

担 

○  

市が取得すべき許認可の

取得・維持に関するものは

市負担。 

 ○ 

事業者が取得すべき許認

可（建築確認等）について

は、事業者負担。 

金利変動リスク 金利の変動によるもの 
・事業者の調達金利の変動

による費用負担の増減 
△ ○ 

一定期間の金利変動リス

クは事業者負担。これを

超える期間については市

負担。 

本事業の中止・

延期に関する 

リスク 

市の責めに帰すべき

事由によるもの（市の

債務不履行、議会の

不承認によるもの等） 

・事業者の損失（損害賠償を

含む） 
○  

市の責めに帰すべき事由

の場合は市がリスク負担。 

事業者の責めに帰す

べき事由によるもの（事

業者の事業放棄、破た

んによるもの等） 

・事業者のプロジェクト完工

遅延、債務不履行等により

市が被った損失（損害賠償

を含む） 

 ○ 

事業者に帰すべき事由の

場合は民間事業者がリス

ク負担。 

不可抗力リスク 
天災・暴動等不可抗力

によるもの 

・天災や暴動等による施設

の破損や計画の遅延、中

止等 

○ △ 

主として市が負担するが、

事業者も一定の割合若し

くは一定の額を負担する。 

環境問題リスク 環境保全に関するもの ・有害物質の排出、漏洩等 

○  
市が行う業務に起因する

ものは市負担。 

 ○ 
事業者が行う業務に起因

する業務は事業者負担。 

近隣対応リスク 

本施設整備に対する

住民反対運動等に関

するもの 

・住民反対運動等により民

間事業者が被った損失（損

害賠償を含む） 

○  
本事業実施に関するもの

は市負担。 

 ○ 
事業者が行う業務に起因

するものは事業者負担。 

応募リスク 応募費用に関するもの 
・不採用になった場合の応

募費用 
 ○ 応募費用は事業者負担。 

共
通 

契約締結リスク 
契約締結の遅延に関

するもの 

・市の帰責事由により特定

事業契約が結べない等 
○  

市の責めに帰すべき事由

の場合は市負担。 

・事業者の帰責事由により

特定事業契約が結べない

等 

 ○ 
事業者に帰すべき事由の

場合は事業者負担。 
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段
階 

リスクの種類 リスクの内容 損失の例 

リスク分担案 

○：主 △：従 

市 
事
業
者 

リスク分担の考え方 

設
計
計
画
段
階 

用地リスク 

募集時に公表した地

質調査結果の誤り、埋

蔵文化財の出土等 

・測量や地質調査の誤りに

よる設計見直し費用等 

 ○ 

市が事前に把握し、事業

者に情報公開しているも

の。 

○  
上記以外に予見できない

もの。 

設計変更リスク 

市の提示条件・指示の

不備、変更によるもの 

・市の指示による設計変更

に伴う費用負担 
○  

市の指示、提示条件の不

備等については市負担。 

事業者の判断による設

計変更や提案内容の

不備によるもの 

・事業者の判断による設計

変更に伴う費用負担 
 ○ 

事業者の判断によるも

のは民間事業者負担。 

資金調達リスク 

建設に必要な資金の

確保に関するもの（出

資、借入等） 

・契約後の資金調達条件の

変更に伴う費用 
○  

DBO 方式の資金調達は、

市負担。 

建
設
段
階 

建設着工 

遅延リスク 

建設工事着工の遅延

に関するもの 

・市の指示や提示条件の不

備、変更によるもの 
○  

市の責めに帰すべき事由

の場合は市負担。 

・事業者の責による設計変

更等によるもの 
 ○ 

事業者に帰すべき事由の

場合は事業者負担。 

工事監理リスク 工事監理に関するもの 
・事業者が行う工事監理のミ

スによる費用負担 
 ○ 

工事監理ミスによるものは

事業者負担。 

性能リスク 

要求仕様不適合（施工

不良を含む。）によるも

の 

・完工検査における要求水

準未達の場合の追加費用 
 ○ 

要求水準未達の場合は事

業者負担で施工のやり直

し。 

工事遅延リスク 

市の責めに帰すべき

事由によるもの 

・市の帰責事由による設計

変更、工事計画変更等に

よる完工遅延に伴う事業者

の損失 

○  
市の指示等については市

負担。 

事業者の責めに帰す

べき事由によるもの 

・事業者の帰責事由による

設計変更、工事計画変更

等による完工遅延に伴う市

の損失 

 ○ 
事業者の判断によるもの

は事業者負担。 

工事費 

増大リスク 

市の責めに帰すべき

事由によるもの 

・市の帰責事由による設計

変更、工事計画変更等に

よる工事費増加 

○  
市の指示等については市

負担。 

事業者の責めに帰す

べき事由によるもの 

・事業者の帰責事由による

設計変更、工事計画変更

等による工事費増加 

 ○ 
事業者の判断によるもの

は事業者負担。 

施設の 

損傷リスク 

完工前の工事目的物

や材料他、関連工事

に関する損害 

・完工前の施設損傷、その

他公共施設に対する損傷 
 ○ 

完工前の施設損傷は事業

者負担。 

第三者 

賠償リスク 

市の責めに帰すべき

事由による建設工事の

施工における第三者

への損害 

・市の責めによる建設工事

中の事故、第三者への損

害 

○  
市の指示等に起因する場

合は市負担。 

事業者の責めに帰す

べき事由による建設工

事の施工における第

三者への損害 

・事業者の責めによる建設

工事中の事故、第三者へ

の損害 

 ○ 上記以外は事業者負担。 
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段
階 

リスクの種類 リスクの内容 損失の例 

リスク分担案 

○：主 △：従 

市 
事
業
者 

リスク分担の考え方 

物価変動リスク インフレ・デフレ 
・建設工事期間中の材料

費、労務費等の増減 
○ △ 

建設期間中のインフレ・デ

フレによる工事費増減に

ついては、主として市負

担。 

維
持
管
理
・
運
営
段
階 

性能リスク 

要求仕様不適合（施工

不良を含む。）によるも

の 

・モニタリングによる要求水

準未達が確認された場合

の是正措置に係る費用 

 ○ 

要求水準未達の場合は事

業者負担で維持管理・運

営の見直し。 

維持管理費 

上昇リスク 

市の責めに帰すべき

事由による維持管理

費、修繕費の増大 

・市の責めに帰すべき事由

による維持管理費、修繕費

の増大 

○  
市の責めに帰す場合は市

負担。 

事業者の責めに帰す

べき事由による維持管

理費、修繕費の増大 

・事業者の責めに帰すべき

事由による維持管理費、修

繕費の増大 

 ○ 
事業者の責めに帰す場合

は事業者負担。 

大規模 

修繕リスク 

大規模修繕にかかる

費用負担 
・大規模修繕費用の負担 ○  

対象業務外のため、市負

担。 

施設の 

損傷リスク 

市の責めに帰すべき

事由による施設の劣化

及び事故・災害等によ

る公共施設の損傷 

・市職員等の過失等による

施設損傷 
○  

市の責めに帰すべき事由

の場合は市負担。 

事業者の責めに帰す

べき事由による施設の

劣化及び事故・災害等

による施設の損傷 

・事業者の過失等による施

設損傷 
 ○ 

事業者に帰すべき事由の

場合は事業者負担。 

不可抗力に含まれる施

設損傷 

・施設利用者の過失等によ

る施設損傷 
○ △ 

不可抗力事由と同じ（「共

通」の不可抗力リスクに含

まれる）。 

什器備品等の 

損傷リスク 

市の責めに帰すべき

事由による什器備品等

の劣化及び事故・災害

等による損傷 

・市職員等の過失等による

什器備品等損傷 
○  

市の責めに帰すべき事由

の場合は市負担。 

事業者の責めに帰す

べき事由による什器備

品等の劣化及び事故・

災害等による損傷 

・事業者の過失等による什

器備品等損傷 
 ○ 

事業者に帰すべき事由の

場合は事業者負担。 

不可抗力に含まれる什

器備品等損傷 

・施設利用者の過失等によ

る什器備品等損傷 
○ △ 

不可抗力事由と同じ（「共

通」の不可抗力リスクに含

まれる）。 

維
持
管
理
・
運
営
段
階 

第三者 

賠償リスク 

市の責めに帰すべき

事由による騒音、悪

臭、交通渋滞その他の

理由による第三者への

損害 

・市の責めに帰すべき事由

による騒音、悪臭、交通渋

滞その他の理由による第

三者への損害 

○  
市の責めに帰すべき事由

の場合は市負担。 

事業者の責めに帰す

べき事由による騒音、

悪臭、交通渋滞その他

の理由による第三者へ

の損害 

・事業者の責めに帰すべき

事由による騒音、悪臭、交

通渋滞その他の理由によ

る第三者への損害 

 ○ 

事業者の責めに帰すべき

事由の場合は民間事業者

負担。 

セキュリティ 

リスク 

施設のセキュリティに

関するもの 
・施設全体の警備不備等  ○ 

事業者が維持管理・運営

する部分は事業者負担。 
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段
階 

リスクの種類 リスクの内容 損失の例 

リスク分担案 

○：主 △：従 

市 
事
業
者 

リスク分担の考え方 

利用者変動 

リスク 

施設利用者の変動に

よる収入の増減 

・地域振興施設（飲食施設、

物販施設等）の利用者数

の変動による収入減少 

 ○ 

施設利用者の変動による

収入の増減に関するリスク

は事業者負担。 

商品の 

安定供給リスク 

農林水産物や特産品

の安定供給に関するリ

スク 

・天候等による商品の不揃

い等 
 ○ 

商品の仕入れに関するリ

スクは事業者負担。 

民間テナント 

リスク 

事業者のテナントの需

要に関するもの 
・事業者のテナント損失等  ○ 

テナントリスクは事業者負

担。 

物価変動リスク インフレ・デフレ 
・維持管理・運営費等の物

価上昇 
△ ○ 

一定範囲の物価変動は事

業者負担。それ以上の物

価変動は市負担。 

運営費増加 

リスク 

運営費増加に関するも

の 

・市の要請による事業内容

の変更等に起因する運営

費の増加 

○  
市の責めに帰す場合は市

負担。 

・事業者の判断による事業

内容の変更等に伴う費用

負担 

 ○ 
事業者の責めに帰す場合

は事業者負担。 

契
約
終
了 

移管手続き 

リスク 

施設移管手続きに伴う

諸経費の発生に関す

るもの 

・事業者の精算手続きに伴う

評価損益等 
△ ○ 

主として民間事業者が負

担するが、事業終了時の

一定期間前に移管手続き

の内容について取り決め

ることが必要。 

 

 


